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レータにおける風速分布の自動制御システム自然環境シミュ
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Thcre is a siinulator for analyzing thc plant‐cnvironment systcm in the National lnstitutc

for Environmental Studies.  This sirllulator is a wind tunnel 、 vith air conditioner, solar

sirnulator and control unit oF soil environment.  Pronlc of air temperature and hunlidity are

controlled automatically in thc silnulator but that of、vind velocity、vas not  Wind tunnels in

other research nelds have also been in a sirnilar situationt  Wc have thererore developcd an

automatic control system of、vind velocity proflles in the sirnulator, and then exarlined thc

pcrformancc of thc system and its application
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結   言

近年,地 球を取 り巻 く環境の問題が様々な観点から

議論されている。特に,化 石燃料の大量消費や森林の

大規模な伐採に伴う,C02の 濃度上昇 と地球温暖化の

問題は,環 境政策上,最 重要な課題 (Houghton tt α′。,

1990; Tergart cr α′., 1990; HOughton cす α′., 1996;

Omasa α αr.,1996;Watson cr α′.,1996)のひとつ と

して取 り上げられている。また,自 動車の増加に伴 う

大都市での大気汚染の問題 も,先 進国だけでなく,開

発途上国においても深刻な問題になってきている。植

物群落は,温暖化に関係するC02や 汚染ガスの主要な

成分であるN02を よく吸収 し,光合成や窒素代謝等に

より自らの生育に示U用 (Omasa, 1979; Aiga σど α′.,

1982)している.ま た,植 物にとって有害な S02や 03

等の汚染ガスも植物自身が障害を受けながら吸収 し,

大気を浄化するのに寄与 (Omasa,1979)し ている。最

近,植 物が室内汚染物質であるホルムアルデヒド等 も
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吸収 し,代 謝する機能が明らか (Kondo α α′,1995)

になってきた。気温や湿度,風 速 といった大気環境や

上壌環境,光 環境等の植物を取 り巻 く環境は,気 子しを

介 しての大気 と植物のガス交換や,根 からの水や養分

の吸収,そ の他の生体内の生理反応等に密接 に関係

(Omasa,1979;Jones,1983)している。これらの関係

の解明には,野 外での観測に加えて,生 物環境調節施

設を用いた模擬実験による,よ り厳密で再現性のある

解析が必要である.

生物環境施設での実験では,植 物個体を対象 とした

研究の他に,群 落を対象とした研究 も行われている。

しかし,従 来の研究では,群 落を特徴づける群落内外

の微気象,特 に,風 速,気 温,湿 度およびガス漫隻等

の空間分布にはほとんど注意が払われていなかった。

この原因は,従 来の装置が,実 験室内の環境を一定に

調節するように設計されていたからである。 しかし,

群落環境の再現のためには上記の環境要因の空間分

布,特 に,高 さ方向の分布の待J御が必要不声r欠である.

国立環境研究所には,群落環境の模擬実験のために,
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風速や気温,湿 度およびガス濃度等の大気環境や上壌

環境,光 環境などが待J御できる風洞型の自然環境 シ

ミュレータが設備 (Aiga cr αア.,1982)されている。

この装置には,特 に,群 落内外の微気象を再現するた

めに,気 温や湿度,風 速等の高さ方向の分布を待J御で

きる成層装置が付加されている。しかし,従 来,気 温

と湿度の分布については自動化されてきたが,風 速分

布については手動待」御であり,そ の自動化が望まれて

いた。また,航 空機や環境の研究の分野の大型風洞実

験でも,風 速分布 (速度成層)の 自動制御は行われて

1 :scttling chambcr

2 : screcn

3 :hOneycOmb

4 i cOntraction conc

5 !hunlidity profllc unit

6 :tempcrature pronle unit

7・t velocity prOnlc unit

8 t lamp hOuse air conditioner

9 i sOlar simulator

10 :gro、vth room

ll i s01l environment control unit

12 i doOr

i3 i dust Fliter

i4 i cOrncr

いないのが現状である.

そこで,筆 者らは,風 速分布の自動制御化について

検討を行った結果,風 速分布の風速値精度および自動

制御系の応答時間に満足できる自動制御システムの構

築が可能となったので報告する.

自然環境シミュレータの速度成層装置の

自動制御システムの構築

1.自 然環境シミュレータの概要

自然環境シミュレータは,特 殊な風洞実験装置 とみ

15i main blowcr

16 i clcctric motOr

17: difFuscr

i8i main air conditioncr

19 i cooling cOil

20: heating coil

21:hunlidiner

22 t covcr vanC

2 3  i  f r c s h  a i r  n i t e r

24:ventilatiOn blo、ver

25 i vcntilatiOn controi valvc

26 t cxhaust air nitcr

27 i gases supply system

Fig。 l  COnflguration or the simulator Fbr analyzing the plant― environment system
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なすことができる。この装置は,一 般的な風洞実験装

置に,群 落微気象を模擬するための速度成層装置,温

度成層装置および湿度成層装置を付加 し,さ らに,光

量制御装置,ガ ス濃度制御装置および上壌制御装置等

を組み込んだ還流式の生物環境調節装置である (Fig

l).実験部は 18.5m3(縦2.4m,横 2.4m,高 さ3.2m)

である.シ ミュレータ内の空気の流れをみると,主 送

風機から送られた空気は主空調機で適切な温湿度状態

に調整された後,各種成層装置を通 り実験室内に至る.

その後,実 験室内の空気は縮流胴を通って主送風機に

還流する.成 層装置は 10段構成 (各段 20 cm)になっ

ており,温 度が電気ヒータ,湿 度が蒸気加湿,風 速が

速度成層格子により,高 さ方向に任意の温湿度および

風速の分布を作ることができる.主 送風機は実験室内

の風速を0.1～27m/s(精 度は送風機回転数で 0.1%

FS)の 範囲で自動制御する機能があるが,速 度成層格

子の調節は従来手動で行ってきた。そこで,今 回,各

段速度成層格子の調節軸にパルスモータを取 り付け,

コンピュータ待」御が可能なように改良した (Fig 2)。

便宜的に,以 後,主 送風機による風量待J御を主自動待」

御系,速 度成層装置による速度成層制御を副自動制御

系と呼ぶことにする。なお,主 空調機 と温湿度成層装

置は,10～ 35°C(精 度 0.1°C),30～ 80%RH(露 点精度

01%)の 範囲で自動制御可能である。また,各 種ガス

(C02,N02,03,S02)の 濃度や光量 (4～60 klx)につ

いても自動制御する機能を有 している.
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2.自 動制御システムのフローチャー ト

筆者らの予備実験によれば冨J自動制御系の収束が望

めない場合が生じた。これは副自動制御系と主自動制

御系との間には何ら相互に制御する方法がとれていな

いことに起因する。マイクロヨンピュータで構成され

ている副自動制御系とミニコンピュータで構成されて

いる主自動制御系 との総合的な自動制御システムを構

築するためには,前 者のマイクロコンピュータと後者

のミニコンピュータとの回線を何らかの方法で結合す

ると同時に両自動制御系のシステムをも融合する必要

がある。しかし,現 状ではこれら相互の自動待」御シス

テムの融合は繁雑であり容易な方法ではない.そこで,

主自動制御系と副自動制御系とを独立 して考えること

にした。従って,両 自動制御系の初期設定が非常に重

要となる.こ の両自動制御系の初期設定の状態によっ

ては自動待」御系の収束は望めない場合が生ずる。そこ

で,こ の問題を回避するために,次 のような初期設定

および自動制御方式を考える.

最初に,主 自動制御系と副自動制御系の初期値を以

下のように設定する.

(1)主 自動制御系の初期設定

主送風機による自然環境シミュレータの総合流量の

調整。これは目標 とする風速分布の平均風速値を目安

として設定する。

(2)冨 」自動制御系の初期設定

各段速度成層格子の基準位置へ移動する。これを換

言すれば,各 段速度成層の一定風速値の設定である.

次に,副 自動制御系による速度成層の制御を行 うが,

最初に開ループ待J御による大 まかな設定を行った後,

閉ループ制御による高精度の待J御を行 う.

(3)冨 J自動制御系の待J御方式

a.開 ループ制御

制御基本式の速度成層格子の移動時間と風速 との

関係式を適用し,目 標風速分布の平均風速値 と各段

速度成層の目標値 との偏差から速度成層格子の移動

時間の導出を行 う。その後,各 段速度成層格子の移

動を行 う (Fig.3).

b.閉 ループ制御

開ループ待J御のみでは外乱に対 し応答できない。

そこで,この外乱および風速分布の微調整 もかねて,

風速分布を測定 しながらのプロセス制御 (Fig.4)を

行 う.そ の方法は,各 段速度成層格子の風速値を順

次読み, まず,そ の風速値 と目標値 との偏差の極性

の判断を行う.次 に,後 述する制御基本式の(10)式

Manua l control

Fig。2  Vclocity pronle

systcm.
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Open - loop contr01

Wind velocity proflle

F u n d a n e n t a l  c o n t r o l  e q u a t i o n  d e c i d e s   r e l a t i o n

b e t w e e n  t h e  a v e r a 8 e  w i n d  v a l u e  i r i  t h e  v e l o c i t y

p r o f i l e  u n i t  a n d  t r a n s i t  t i 口 e  F o r  i t

r e f e r e n c e  p o i n t  t o  a  p o i n t  o b e y i n 3

t h e  f u n d a n e n t a l  c O n t r o l  e q u a t i o n

Closed-loop control

により算定された値に従って速度成層格子の移動を

行 う。その後, この次段の風速値を読み, この風速

値を目標の最大風速値 (2.7m/s)に対する誤差率 3%

の半分の誤差 1.5%になるまで,このプロセスを続行

する。以上のような自動制御システムを構築するこ

とにより, これらの制御系は収束するものと考えら

オ竹る.

3.速 度成層格子の移動時間と風速比 (風速/平均風

速)と の関係式の導出

副自動待」御系における制御基本式の速度成層格子の

移動時間と一定風速に対する風速比 (風速/平均風速)

との関係式の導出は開ループ制御方式では非常に重要

である。これらの説明図を Fig`5および Fig.6に示す.

待J御基本式の導出は,次 のように行う。初期設定状

態である一定風速値を 晩 [m/s]とし,こ の状態から速

度成層格子をsr[s]間移動したときの風速値を υ [m/

s]とする。ここで,こ の風速値 υ と一定風速値 玖 と

の比を “(g/晩 )と し,次 のように表現する.

(1)
Ｊ

一晩
略 =Fig.3  Block diagram ofthc opcn-loop control

①:Wind v】ue ofthc vdOdty pronにunit attains thc
desired value of、vind veOcity pronle

② i Compare t/d wkh tts

Fig.4  Block diagram Or the ciOsed-loop control

Closed-looP control

Ud tt Ulns

Ud>U EIS

甲i n d  v a l u e  B e a s u r e B e n t  i  l l

t h e  v e l o c i t y  p r o f i l e  u n i t

Udく U ll s

A n o n o n e t e r  口o v i n 8  a

s e c o n d  p o s i t l o n  o f  t h e

v e l o c i t y  p r o f l l e  u n i t

velocity Proflle unit
continued

velocity profile unit
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とにした。これらの関係式は,

sF=20+αl×こ4「十α2×ヴr2+….十α″×q″  (2)

と表すことができる。ただし,αOか らαれは各次数の係

数である。この(2)式に示した各次数の係数 ク0か らα々

は最小二乗法により既知 となる,速 度成層格子の初期

状態では風速比 υ/晩 は 1であり,速 度成層格子の移

動時間 S′は零である.従って,(2)式は一定風速値のい

かんに関わ らず 峰=1の 解 をもつ ことになる.従 っ

て,(2)式 は,

ダ=は 1)×{あ十う1×“十う2×“
2+…

十ら 1)×曝(″1 '        ( 3 )

と変形することができる。ただし,あからら 1)は各次

数の係数である。この式を展開し(2)式と等しいと置く

ことにより,各 次数の係数 らかられヵl)が求められ

る。これにより(2)式の力次の関係式の次数を 1次下

げることができる。ここで,(3)式において,右辺の第

2項,(″-1)次の展開式に着目し,これを冴とすると,

冴=う0+う1×7r tt b2×こち「2+…,

十ら 1)×峰(れ1)
(4)

となる. このときの実験データから風速比 略 とグと

の関係式が た連あるとすると,一 定風速値 晩 に々おけ

る(4)式の左辺 プを行列[あ](グl～4),右 辺の係数行

列 [う](係 数 仇～軌″ぃ)お よび風速比 “ の行列 [%]

(曝0～“た)と し,

ム=う0 1 +う1 1×砕1 +う2 1×% 1 2 +…

十ら 1) 1×略1(れ
1 )

あ=仇2 +う1 2×“2+め2 2×“22 +…

十残か1) 2×し子2(″1 )

名=ら3 +う1 3×曝3+う2 3×“32 +…

十ら ぃ×“3(″
1 )

残=仇 十々b l ×々みた十れた×略々
2+…

十残な1)メ曝ど々 1 )

の一連の式を行列で,

(5)

[五～々]=[あ～々 Ll～々][曝 (1～,0～
″~1]   (6)

と表現できる。ただし,添 字は行,列 および累乗を表

すものとする。以後,添 字は同様の意味である.こ の

た連の関係式から任意の一定風速値 晩初における(4)

式で表現した (″-1)次 の関係式の各次数の係数を求

めるためには(4)式が ″個の係数をもつことからヵ連

の関係式が必要であることが解る。従って,た=ん でな

ければならない。これは 湾個の一連の速度成層格子の

移動時間と一定風速に対する風速比 との実験データが

必要であることを意味する。この関係を最小二乗法に

Fig.5

O        U  [ m / s ]       十

Relation bct、vccn the、vind valuc in the velocity

pronle unit and transit time for a slit

_                 0            +

U / U c

T h e  w i n d  r e t i o ( U / U c )

w i t h  c o n s t a n t  w i n d  (  u c  )

Fig.6 Relation between thc wind ratio(υ/し1)and
transit tirne for a slit in the pronle unit

次に,副 自動制御系の速度成層格子の初期設定時に

おける一定風速をパラメータとし,速 度成層格子の移

動時間 Sアとそのときの風速値 υ との関連に対 し実験

を ″回行 う。この実験結果より速度成層格子の移動時

間 ダ と一定風速値に対する風速比 “ との関係に従っ

て関数化する。その関数化は最小二乗法による″次の

関係式に回帰する方法をとった。本来, この制御基本

式は速度成層格子の移動時間 と一定風速値 晩 に対す

る風速比の実験結果から導出する関係式である。しか

し,実 際の自動制御システムでは検出部である熱線風

速計から検出された風速値によりその目標値 との偏差

に従って速度成層格子の移動時間を決定する必要があ

る。従って,こ れら速度成層格子の移動時間と一定風

速 晩 に対する風速比の関係式を変形 して表現するこ

Vo1 35,No.3(1997) (73)221



より″次の関係式で回帰して,略 =1の 解により,次

数を 1次下げればよいことが解る.そ こで,任 意の一

定 風 速 値 晩初の行 列 [晩初] (各 次 数 の係 数 う0 1～

玖″1)虎)を導出するために,実 験結果より既知 となった

行列 [う](各 次数の係数 う。1～残純。1か ら仇角～軌々 ぃ)

と一定風速値の行列 [晩](晩 た～晩1)よ り,

[仇～″h ～々1]=[Cl～ん1～々][こ宅(～々1)°
～″~1]  (7)

と表現できる。ただし,行 列[C](各 次数の係数 Cll～

C々々)は未知である.ま た,こ の行列 [C]は ,″ ×力の

正方行列 となる。さらに,こ の行列 [C]は Fig.5お

よび Fig.6に示すように一定風速値 晩1から 晩初の一

連 の実験 データか ら行列 [う](各 次数の係数 ら1～

残″_1)1からあ ～々残″り々)と 任意の一定風速値 曳犯とを

関連づける係数行列 とみなすことができる。そこで,

この係数行列 [C]を 導出するために(7)式を転置 し,

[あ～″Lヵ～1]と=[Cl～ゑ1～た]を[晩(～々1)0～
力~1]と (8)

となる。次に,(8)式 から係数行列 [Cl～ゑ1～た]どは,

[Cl～41～々]を=([こを(た～,0～
か1]り1[仇～″、た～1]′(9)

となる。既知である一定風速値の行列[晩(～々1)0～
″~】

]どと

係数行列 [あ～ヵ、々～1]すより,係 数行列 [C〕～名1～々]どを導

出することができる。 こ の導出された [C〕～41～た]どを転

置して係数行列 [Cl～名1～た]と し, この導出された係数

行列 [Cl～ぇ1～々]を [C々々]と すれば,任 意の一定風速値

行列 [晩初]か ら

[b初]=[C々々 ][晩″]

の一定風速値 晩初における(4)式と同様の任意の (″一

1)次 関数の各係数が求められる.こ の(4)式と同様の

任意関数に対 し,(3)式 の右辺第一項 (略-1)を 乗算

することにより速度成層格子の移動時間と任意の一定

風速値 晩確における風速 との関係を表す ″次の関係

式が求められる。この関係式を用いて目標値 と熱線風

速計から検出された風速値 との偏差に従って速度成層

格子を開閉させればよいことが解る.

実験方法および実験結果

副自動待J御系における待」御基本式の導出や制御アル

ゴリズムの確認および両自動制御系の制御適応範囲の

検討を行うため,次 の実験を行った。

(1)速 度成層格子の移動時間 と一定風速に対する

風速比 との関係を求める実験 は,以 下の方法で

行った。

a.各 段速度成層が一定風速の状態になるように

初期設定を行 う。

b,速 度成層の上層部の 6段 目から上段になるに

従って速度成層格子の移動時間を5sま たは 15

sの倍数ずつ増加させ速度成層格子を開口方向

(5′>0)へ 移動させる。これと同時に速度成層の

下層部の 5段 目から下段になるに従ってその倍

数ずつ速度成層格子を閉口方向 (5′<0)へ 移動

させる。これらの速度成層格子の移動方法によ

り,速 度成層格子の開閉による開回面積の総和

は零 となり,速 度成層を通過する総合流量が一

(10)

の関係式に従って係数行列 [ら](各 次数の係数

残″り犯～bO初)を導出することができる。従って,任 意
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定に保たれる状態での実験 となる。この実験に

おける初期設定 (平均風速値)は ,平 均風速値

」の0.49m/s,0.99m/s,1.50m/s,2.02m/sおよ

び 2.52m/sの 5種類 とした。これらの実験結果

を Fig.7に示す。これらの実験結果より,係 数

行列 [C]の 算定はた=″=5と して求めた結果

を併せて Fig.7に示す.

(2)両 自動制御系の制御適応範囲の検討を行 う実

験は,以 下の方法で行った.

a.主 自動待J御系の主送風機の初期設定は,平 均

風 速 値 を05m/s,1.lm/sお よび 1,7m/sの 3

種類 とした.

b 副 自動制御系の目標風速分布をトウモロコシ

畑での風速の実験値 吼 (Hottc,1974)

00=0.33×in(z)+1.06        (11)

から,この(11)式に従った場合,また,この(11)

式の各段速度成層から風速値 0.6m/s減算 した

場合,さ らに,(11)式に0.6m/s加算した場合の

3種類の風速分布について実験を行った.た だ

し,(11)式 の Zは 地表面からの高さである。

c.副 自動制御系の初期設定の後,開 ループ制御

および閉ループ待」御を行った。

これらの実験結果を Fig.8に示す。ただし,こ こに

示 した誤差率 εは前述のように自然環境 シミュレー

タの最大風速である2.7m/sに対する誤差率で表現 し

た.
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(3)副 自動制御系の制御適応範囲の検討を行 う実

験は,以 下の方法で行った。

a 主 自動制御系の主送風機の初期設定は平均風

速値を 1.lm/sと した。

b 副 自動制御系の目標風速分布比 叫p(最 大風

速値/最小風速値,この装置の基本性能では8で

ある)を 1.51から 10.2(無論,初 期設定時には
一定風速なので 1である)と した.た だし,そ

の平均風速値はすべて 1.lm/sである.

c,副 自動制御系の初期設定の後,開 ループ制御

および閉ループ待J御を行った。

これらの実験結果を Fig.9に示す。ただし,こ こに

示した誤差率は前 と同様である。

考   案

副自動制御系における待」御基本式の導出や待J御アル

ゴリズムの確認および両自動制御系の制御適応範囲の

検討を行った実験結果より,以 下のことが判明した。

(1)副 自動制御系 における制御基本式の導出を

行った結果(Fig,7),基本式 と実験結果はよい一

致をみている。速度成層格子の移動時間,閉 口方

向 -25sと 開口方向 30sの ところで変曲点が認

められる。これは,本 方式の初期設定で平均風速

値の設定を行 う際のばらつきがそのまま平均風

速値を上昇 した ときに強調され現れた ものと考

える。これらより,係数行列 Cの 妥当性および基

本的なアルゴリズムの妥当性が これらの結果 よ

り判明した。

(2)両 自動制御系の制御適応範囲について行った

実験 (Fig.9)で は,

a.最 大誤差率および収束時間について方式の違

いによる比較検討 をすると以下の とお りであ

る。

従来の閉ループ制御のみでの方式 (Kon gr

αプ..1988)では最初の最大誤差率 40%程 度,ま

た,3次 式近似の待J御基本式 (Konでr冴 ,1988)

による開ループ待」御後の最大誤差率は約 9%で

あった。しかし,5次 式近似の本方式における最

大誤差率は約 4%で あり,前 者の最大誤差率の

約 1/2以下に軽減することが可能 となった。こ

の効果が現れた原因は,従 来の制御基本式が 3

次式近似 (Kon α α′.,1989)であったのに対 し,

本方式では待J御基本式を5次 式で求めた結果よ

り多 くの関連データから情報を得たので的確な

224(76)

関連式 となったためと思われる.

次に,こ れらの誤差率に到達する制御の収束

時間について検討する前に,先 に行った実験の

閉ループ待J御のみでの方式 (Kon gr αえ 1988)

の収束時間について述べる。本システムの風速

値の検出はひとつの熱線風速計で行っているの

で各段速度成層への 20 cmの移動に必要な時間

が大であるがこれらの時間を含め制御の収束時

間 90分程度,そのうち熱線風速計の移動に要す

る時間が約 1/3程度であった.こ こで,本 方式

におけるこれらの誤差率に到達する制御の収束

時間は,3次 式近似 (Kon gr α/.,1989)および

5次 式近似 ともども,開ループ制御の場合,先の

方式 (Kon grク′.,1988)の 1/3程度であり,3

次式近似の制御基本式 と5次 式近似 とは同程度

の収束時間であった。

b 開 ループ制御後の最大誤差率は 1,2点を除き

当初の目標であった誤差率 ±3%以 内に全段速

度成層が既に入っていることが解る。

C.閉 ループ制御後はさらに誤差率が軽減され,

約 2/3軽減することが可能 となった。

d.本 方式は十分に両自動制御系に対 し広範囲に

わたり適応可能な待」御方式であることが判明し

た。

(3)副 自動制御系における目標風速分布比 “p(最

大風速値/最小風速値)の 違いによる制御適応範

囲について行った実験 (Fig.9)では,制 御基本

式は以下のことから妥当性のあることが判明 し

た。

a 開 ループ制御後の最大誤差率は2,3点 を除き

当初の目標であった誤差率 ±3%以 内に全段速

度成層が既に入っていることが解る.

b.閉 ループ制御後ではさらに誤差率が軽減 さ

れ,約 1/2軽減することが可能 となった。

C.先 述のとおり自然環境シミュレータの基本性

能は最大 目標風速分布比 “p=8で ある。しか

し,Fig.9に あるように 叫p=102の 場合にお

いても多少の問題はあるものの本方式は十分適

応 していることが解る.こ の %p=10.2の 場合,

特に速度成層の最下段近傍に隣接する速度成層

間では極端な風速値の変化があるので,風 速設

定が困難である。例えば,Fig.9に 示したよう

に速度成層の最下段である高 さが 0.lmの 開

ループ制御後の□点 と閉ループ制御後の口点で

生物環境調節 (Environ Control in Biol.)



は,閉 ループ待J御後の誤差の方が大きくなる現

象が見られる。これは,従 来(Kon α α′.,1988)

の待」御方式にもあった現象で速度成層格子の移

動方向と逆の風速変化の現象が発生するためで

ある.こ の現象が発生する場合には主制御系の

主送風機の制御を適正に行 う必要がある.

d。 本方式は副自動制御系の目標風速分布比 (最

大風速値/最小風速値)は 1か ら 10.2まで制御

可能であることが判明した。

本論文に示した待」御基本式は任意の一定速度にも適

応でき,目 標風速 と一定風速を知るだけで速度成層格

子の移動時間を推測することが可能である。また,本

自動待J御システムの頭脳的な役割を果たす重要な制御

基本式であることが判明した。

結   言

本報告では,制 御基本式の速度成層格子の移動時間

と一定風速に対する風速比 との関係式を求めた.こ の

制御基本式に従い各段の速度成層の開ループ待」御 を

行った.こ の初期設定を行った後に,閉 ループ制御方

式である各段の速度成層を個々に制御を行い目標風速

分布に収束させた。これにより,極 めて精度の高い風

速設定が可能 となった。さらに,主 自動待」御系の主送

風機による総合流量の変化に対 しても適応可能な制御

方式であることが半」明した.ま た,副 自動制御系の目

標風速分布比 (最大風速値/最小風速値)が 1か ら 10,2

まで適応可能な制御方式であることが判明した。

今後,こ れらの自動制御システムを使い自然環境 と

同等の条件下での植物群落の生育動態やガス交換機能

等 との関連について実験を行 う予定である.

本研究を進めるにあたり貴重なご意見をいただいた

元 本 学 教 授 山 田博 章 氏 に感 謝 申 しあ げ ます .ま た ,本

実験 を遂 行 す る に あ た り,実 験 に ご協 力 い た だ いた元

本 学 学 部 生 の吉 田博 行 君 ,上 野 和 博 君 に感 謝 申 しあ げ

ます .
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